
第２１４回経営経済動向調査 
～２０２５年１０～１２月期実績と２０２６年１～３月期及び４～６月期予想～ 
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調査概要等について 

  
＜調査概要＞ 

 ■ 調査目的：京都府内における短期的な景気動向を把握するため 

 ■ 調査時期：２０２５年１１月１４日～１２月５日 

 

 ■ 調査対象時期：実績（見込） ２０２５年１０～１２月期 

予 想        ２０２６年１～３月期 

２０２６年４～６月期 

※ それぞれ直前四半期との比較による。 

ただし、自社業況の各項目の内、製・商品在庫は適正水準比 

 ■ 調査内容：① 国内景気、自社業況の各実績と今後の予想 

② 当面の経営上の問題点 

③ 付帯調査 

 ■ 調査対象：京都府内に本社、本店等を有する企業４９７社 

  [製造業・建設業・不動産業・運輸・倉庫業は資本金３億円超、 

 卸売業は１億円超、小売業・サービス業は５千万円超を大企業とした。] 

 ■ 回答企業数：３１１社（回答率６２．６％） 

 ■ 調査方法：郵送によるアンケート方式 

 

 ※ ＢＳＩとは、Business Survey Indexの略で、ＢＳＩ値は景気

全般の見通しについて、強気、弱気の度合を示す。 

   プラスならば「強気」・「楽観」を、マイナスならば「弱気」・

「悲観」を意味する。（ただし、製・商品在庫は適正水準比） 

    ＢＳＩ＝｛（上昇（増加、他）と回答した企業の割合）－（下降（減少、他）と回答した企業の割合）｝／２  

 

＜回答状況＞

 

 

対象企業数 回答企業数 回答率（％） 回答企業の構成比 （％）

食料品 20 6.1

繊維 13 3.5

総  計 311 100.0

製造業 161 51.1

497

267

28

14

62.6

60.3

71.4

92.9

染色 3 1.6

繊維製品 6 1.912

30.0

50.0

10

化学・ゴム 12 5.1

窯業・土石 9 2.3

25

12

48.0

75.0

鉄鋼 5 1.6

非鉄 13 3.5

7

22

71.4

59.1

一般機械 19 6.1

電気機械 18 5.8

24

35

79.2

51.4

精密機械 9 3.5

木材・木製品 8 1.9

19

14

47.4

57.1

出版・印刷 16 4.8

その他製造業 10 3.2

26

19

61.5

52.6

商業 52 17.7

卸売業 40 13.5

81

61

64.2

65.6

食料品卸 11 3.9

繊維卸 11 4.2

19

17

57.9

64.7

機械金属卸 18 5.5

小売業 12 4.2

25

20

72.0

60.0

建設業 23 8.0

不動産業 11 3.2

32

13

71.9

84.6

運輸・倉庫業 17 6.8

サービス業 47 13.2

25

79

68.0

59.5

料理・飲食 8 2.3

旅館・ホテル 13 3.2

17

19

47.1

68.4

情報・事業 15 3.5

その他サービス業 11 4.2

23

20

65.2

55.0

１ 



国内景気ＢＳＩ値は４期ぶりに上昇に転じる 

～ ＡＩ・半導体産業の活況や新内閣の期待感から前期予測を上回る ～ 

■ 国内景気動向≪実績（２０２５年１０～１２月期）≫ 

・今期の国内景気ＢＳＩ値は８．８（前期実績▲６．２）と大幅に

上昇に転じた。 

 

・継続する物価高や人手不足、中国との外交摩擦など懸念は残るも

のの、米国関税措置の不安緩和、ＡＩ・半導体産業の活況や輸出

回復、新内閣発足に伴う期待感が追い風になり、２０２４年１０

月～１２月期以来、実に４期ぶりの上昇となった。 

 

■ 国内景気動向≪今後の予想≫ 

・今後の予想については、２０２６年１～３月期は▲４．８と下降

に転じ、続く４～６月期には４．６と再び上昇する見込み。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国内景気動向 

２０２５年１０～１２月期（実績） 

８．８ 

２０２６年１～３月期（見込） 

▲４．８ 

２０２６年４～６月期（見込） 

４．６ 

≪業種別 ２０２５年１０～１２月期ＢＳＩ値≫ 

・２０２５年１０～１２月期のＢＳＩ値は、小売業（３７．５）、卸

売業（１２．５）をはじめほとんどの業種で上昇した。今後の予

測では２０２６年１～３月期に運輸・倉庫業をはじめ多くの業種

で下降するものの、続く４～６月期には一転して再び上昇する見

通し。 

≪規模別 ２０２５年１０～１２月期ＢＳＩ値≫ 

・大企業（９．９）、中小企業（８．３）とも上昇に転じた。今後の予

測では、大企業はおおむね堅調に推移する一方、中小企業は一進一

退で推移する見通し。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 国内景気動向の概要 

２ 

B.S.I 上　昇 下　降 B.S.I 上　昇 下　降 B.S.I 上　昇 下　降 B.S.I 上　昇 下　降

▲ 6.2 12.8 25.1 8.8 28.9 11.4 ▲ 4.8 14.8 24.3 4.6 23.1 13.9

製造業 ▲ 7.0 12.5 26.4 6.4 25.2 12.5 ▲ 3.8 14.6 22.2 2.6 21.4 16.2

卸売業 ▲ 9.6 11.9 31.0 12.5 35.0 10.0 ▲ 10.0 10.0 30.0 6.3 22.5 10.0

小売業 3.9 15.4 7.7 37.5 75.0 0.0 20.9 50.0 8.3 33.4 66.7 0.0

建設業 ▲ 4.0 8.0 16.0 6.6 30.4 17.3 ▲ 2.2 17.4 21.7 ▲ 8.7 13.0 30.4

不動産業 ▲ 10.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 4.6 18.2 9.1 ▲ 4.6 0.0 9.1

運輸・倉庫業 ▲ 2.4 19.0 23.8 3.0 29.4 23.5 ▲ 17.7 5.9 41.2 8.8 29.4 11.8

サービス業 ▲ 4.9 17.1 26.8 12.0 30.4 6.5 ▲ 9.1 11.4 29.6 10.0 26.6 6.6

大企業 ▲ 2.8 15.2 20.7 9.9 26.4 6.6 2.2 19.8 15.4 7.3 23.6 9.0

中小企業 ▲ 7.5 11.9 26.9 8.3 30.0 13.4 ▲ 7.7 12.6 28.0 3.6 23.0 15.9

予　　　　　測

２０２５年７～９月期 ２０２５年１０～１２月期 ２０２６年１～３月期 ２０２６年４～６月期

総　　計

業
　
種
　
別

規
模

国内景気

実　　　　　績



自社業況ＢＳＩ値は９．３と大幅に上昇 

～ 秋の行楽・観光の活発化で小売業を中心に大きく上昇 ～ 
 

■ 自社業況（総合判断）≪実績（２０２５年１０～１２月期）≫ 

・今期の自社業況ＢＳＩ値は９．３（前期実績▲６．７）と大幅に

上昇した。 

 

 ・秋の行楽、観光シーズンに伴うインバウンド需要の増加や、年末

需要を背景とした消費の活発化により、小売業やサービス業など

で売上が増加し、経常利益や資金繰りの改善がみられた。一方で、

中国との関係悪化を懸念し、今後の動向を慎重に見極めようとす

る企業もあった。 

 

■ 自社業況≪今後の予想≫ 

・今後の予想については、２０２６年１～３月期は▲３．９と下降

に転じ、４～６月期には１．２と、再び上昇する見通し。 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

自社業況（総合判断） 

２０２５年１０～１２月期（実績） 

９．３ 

２０２６年１～３月期（見込） 

▲３．９ 

２０２６年４～６月期（見込） 

１．２ 

≪業種別 ２０２５年１０～１２月期ＢＳＩ値≫ 

・２０２５年１０～１２月期のＢＳＩ値は、不動産業（▲２２．８）

を除く全ての業種で上昇し、小売業では２５．０と大幅な上昇とな

った。今後の予測では、２０２６年１月～３月期にかけて、多くの

業種において下降傾向で推移するなど、２０２６年４月～６月にか

けては一進一退で推移する見通し。 

≪規模別 ２０２５年１０～１２月期ＢＳＩ値≫ 

・大企業（１５．８）、中小企業（６．７）ともにＢＳＩ値は上昇し

た。２０２６年４～６月期にかけて、大企業で上昇が続く一方、中

小企業では下降に転じる見通し。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 自社業況（総合判断）の概要 

３ 

B.S.I 上　昇 下　降 B.S.I 上　昇 下　降 B.S.I 上　昇 下　降 B.S.I 上　昇 下　降

▲ 6.7 16.5 29.8 9.3 36.0 17.4 ▲ 3.9 19.7 27.4 1.2 22.8 20.4

製造業 ▲ 5.4 15.9 26.7 8.7 34.8 17.4 ▲ 3.1 18.0 24.2 ▲ 1.0 17.5 19.5

卸売業 ▲ 9.5 16.7 35.7 10.0 32.5 12.5 ▲ 5.0 20.0 30.0 ▲ 7.5 17.5 32.5

小売業 ▲ 7.7 15.4 30.8 25.0 58.3 8.3 ▲ 8.3 16.7 33.3 12.5 33.3 8.3

建設業 ▲ 4.0 16.0 24.0 4.3 26.0 17.4 6.6 26.1 13.0 ▲ 6.6 13.0 26.1

不動産業 0.0 20.0 20.0 ▲ 22.8 0.0 45.5 0.0 27.3 27.3 ▲ 22.8 0.0 45.5

運輸・倉庫業 ▲ 9.5 14.3 33.3 3.0 29.4 23.5 ▲ 14.7 5.9 35.3 8.8 23.5 5.9

サービス業 ▲ 9.8 19.5 39.0 19.2 53.2 14.9 ▲ 6.5 26.1 39.1 19.6 52.1 13.0

大企業 ▲ 0.1 21.7 21.8 15.8 39.1 7.6 2.8 27.5 22.0 2.9 23.9 18.2

中小企業 ▲ 9.5 14.3 33.2 6.7 34.8 21.4 ▲ 6.6 16.5 29.7 0.5 22.4 21.4

総　　計

業
　
種
　
別

規
模

自社業況
（総合判断）

実　　　　　績 予　　　　　測

２０２５年７～９月期 ２０２５年１０～１２月期 ２０２６年１～３月期 ２０２６年４～６月期



１ 生産・売上高、工事施工高 

２０２５年１０～１２月期（実績） 

１２．８ 

２０２６年１～３月期（見込） 

▲６．２ 

２０２６年４～６月期（見込） 

１．８ 

≪２０２５年１０～１２月期ＢＳＩ値≫ 

・今期のＢＳＩ値は１２．８と前期予想値（７．８）を上回り、特

に小売業（２９．２）、運輸・倉庫業（２８．１）、サービス業    

（２１．３）などで大幅に増加した。 

・大企業（１９．６）・中小企業（９．９）ともに大幅に上昇した。 

・先行きは、２０２６年１～３月期は▲６．２、４～６月期は 

１．８と、一進一退で推移する見込み。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 製・商品・サービス・請負価格 

２０２５年１０～１２月期（実績） 

１２．５ 

２０２６年１～３月期（見込） 

７．０ 

２０２６年４～６月期（見込） 

９．８ 

≪２０２５年１０～１２月期ＢＳＩ値≫ 

・今期のＢＳＩ値は、製造業は９．１、商業は１５．４と、ともに

上昇基調が続いている。 

・業種別に見ると、小売業（２９．２）、建設業・サービス業（とも

に１９．６）などで大幅に上昇した。 

・先行きは、上昇幅が和らぐものの、依然として上昇基調が続く見

通し。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 企業経営動向 概要 

４ 

B.S.I 増　加 減　少 B.S.I 増　加 減　少 B.S.I 増　加 減　少 B.S.I 増　加 減　少

▲ 5.0 19.4 29.4 12.8 42.3 16.8 ▲ 6.2 17.6 30.0 1.8 23.9 20.3

製造業 ▲ 2.9 19.5 25.2 10.3 39.1 18.6 ▲ 7.3 15.7 30.2 1.3 21.6 19.0

卸売業 ▲ 14.3 14.3 42.9 13.8 42.5 15.0 ▲ 5.0 20.0 30.0 ▲ 5.2 20.5 30.8

小売業 ▲ 3.9 23.1 30.8 29.2 66.7 8.3 ▲ 16.7 8.3 41.7 8.4 25.0 8.3

建設業 4.0 28.0 20.0 6.6 34.8 21.7 8.7 30.4 13.0 ▲ 15.2 8.7 39.1

不動産業 ▲ 5.0 10.0 20.0 ▲ 18.2 0.0 36.4 4.6 27.3 18.2 ▲ 18.2 0.0 36.4

運輸・倉庫業 ▲ 5.0 20.0 30.0 28.1 62.5 6.3 ▲ 16.7 13.3 46.7 18.8 50.0 12.5

サービス業 ▲ 9.8 19.5 39.0 21.3 53.2 10.6 ▲ 7.5 17.0 31.9 14.9 38.3 8.5

大企業 0.5 23.9 22.8 19.6 50.0 10.9 ▲ 3.8 21.7 29.3 2.8 24.4 18.9

中小企業 ▲ 7.4 17.4 32.1 9.9 39.0 19.3 ▲ 7.2 15.8 30.2 1.4 23.7 20.9

予　　　　　測
２０２５年７～９月期 ２０２５年１０～１２月期 ２０２６年１～３月期 ２０２６年４～６月期

総　　計

業
　
種
　
別

規
模

生産・売上高
工事施工高

実　　　　　績

B.S.I 上　昇 下　降 B.S.I 上　昇 下　降 B.S.I 上　昇 下　降 B.S.I 上　昇 下　降

9.5 22.3 3.3 12.5 27.6 2.6 7.0 18.9 4.9 9.8 22.1 2.6

製造業 8.9 19.0 1.3 9.1 21.3 3.1 7.9 18.2 2.5 5.8 16.1 4.5

卸売業 17.1 36.6 2.4 11.3 30.0 7.5 11.3 30.0 7.5 16.3 35.0 2.5

小売業 7.7 23.1 7.7 29.2 58.3 0.0 16.7 41.7 8.3 20.9 41.7 0.0

建設業 14.0 36.0 8.0 19.6 39.1 0.0 4.4 13.0 4.3 8.7 17.4 0.0

不動産業 10.0 20.0 0.0 4.6 9.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

運輸・倉庫業 8.4 16.7 0.0 12.5 25.0 0.0 6.3 12.5 0.0 9.4 18.8 0.0

サービス業 2.5 15.0 10.0 19.6 39.1 0.0 1.1 15.2 13.0 17.4 34.8 0.0

大企業 6.1 16.5 4.4 12.0 26.1 2.2 6.0 17.4 5.4 10.6 23.3 2.2

中小企業 11.0 24.8 2.8 12.7 28.2 2.8 7.4 19.5 4.7 9.4 21.6 2.8

予　　　　　測
２０２５年７～９月期 ２０２５年１０～１２月期 ２０２６年１～３月期 ２０２６年４～６月期

総　　計

業
　
種
　
別

規
模

製・商品・
サービス・
請負価格

実　　　　　績



３ 経常利益 

２０２５年１０～１２月期（実績） 

６．７ 

２０２６年１～３月期（見込） 

▲９．５ 

２０２６年４～６月期（見込） 

▲０．９ 

≪２０２５年１０～１２月期ＢＳＩ値≫ 
・今期のＢＳＩ値は前期予想値（２．８）を上回る６．７と増加に

転じ、特に運輸・倉庫業（１７．７）、小売業（１６．７）で大
幅に増加した。 

・規模別では大企業、中小企業ともに増加した。 

・先行きは、２０２６年１～３月期は▲９．５と全ての業種で減少
し、４～６月期も▲０．９と、下降基調で推移する見通し。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 所定外労働時間 

２０２５年１０～１２月期（実績） 

１０．４ 

２０２６年１～３月期（見込） 

▲１．２ 

２０２６年４～６月期（見込） 

▲２．０ 

≪２０２５年１０～１２月期ＢＳＩ値≫ 

・今期のＢＳＩ値は１０．４と、不動産業を除く業種で増加し、特

に運輸・倉庫業（２８．２）、建設業（２５．０）、小売業（２０．９）

などで大幅に増加した。 

・先行きは、業種によって差はあるものの一進一退で推移し、全体と

しては２０２６年４～６月期にかけて減少傾向で推移する見通し。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 

B.S.I 増　加 減　少 B.S.I 増　加 減　少 B.S.I 増　加 減　少 B.S.I 増　加 減　少

▲ 10.6 12.7 33.8 6.7 34.3 21.0 ▲ 9.5 13.7 32.6 ▲ 0.9 19.6 21.3

製造業 ▲ 9.6 11.5 30.6 5.3 33.1 22.5 ▲ 10.7 12.6 34.0 ▲ 2.3 16.2 20.8

卸売業 ▲ 15.5 9.5 40.5 12.5 40.0 15.0 ▲ 7.5 17.5 32.5 ▲ 5.0 20.0 30.0

小売業 ▲ 3.9 23.1 30.8 16.7 41.7 8.3 ▲ 12.5 8.3 33.3 ▲ 9.1 0.0 18.2

建設業 ▲ 6.3 12.5 25.0 ▲ 6.9 13.6 27.3 ▲ 2.3 13.6 18.2 ▲ 11.4 4.5 27.3

不動産業 ▲ 10.0 20.0 40.0 ▲ 22.8 0.0 45.5 ▲ 4.6 18.2 27.3 ▲ 22.8 0.0 45.5

運輸・倉庫業 ▲ 14.3 9.5 38.1 17.7 47.1 11.8 ▲ 26.5 0.0 52.9 17.7 41.2 5.9

サービス業 ▲ 12.2 17.1 41.5 12.8 44.7 19.1 ▲ 4.4 19.6 28.3 13.1 39.1 13.0

大企業 ▲ 5.4 19.6 30.4 14.1 40.2 12.0 ▲ 7.2 19.8 34.1 2.3 23.9 19.3

中小企業 ▲ 12.8 9.7 35.2 3.5 31.8 24.9 ▲ 10.4 11.1 31.9 ▲ 2.2 17.8 22.1

予　　　　　測
２０２５年７～９月期 ２０２５年１０～１２月期 ２０２６年１～３月期 ２０２６年４～６月期

総　　計

業
　
種
　
別

規
模

経常利益
実　　　　　績

B.S.I 増　加 減　少 B.S.I 増　加 減　少 B.S.I 増　加 減　少 B.S.I 増　加 減　少

▲ 4.1 10.1 18.3 10.4 26.3 5.5 ▲ 1.2 14.4 16.7 ▲ 2.0 11.0 15.0

製造業 ▲ 3.5 9.5 16.5 6.6 19.3 6.2 ▲ 1.0 11.9 13.8 ▲ 3.9 5.8 13.5

卸売業 ▲ 2.4 7.1 11.9 6.3 20.0 7.5 3.8 22.5 15.0 ▲ 5.0 7.5 17.5

小売業 3.9 30.8 23.1 20.9 41.7 0.0 ▲ 12.5 0.0 25.0 0.0 16.7 16.7

建設業 ▲ 8.4 8.3 25.0 25.0 54.5 4.5 13.7 31.8 4.5 ▲ 18.2 4.5 40.9

不動産業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.6 9.1 0.0 ▲ 4.6 0.0 9.1

運輸・倉庫業 ▲ 4.8 14.3 23.8 28.2 56.3 0.0 ▲ 21.9 0.0 43.8 18.8 37.5 0.0

サービス業 ▲ 9.2 10.5 28.9 14.2 34.8 6.5 ▲ 4.5 17.8 26.7 7.8 26.7 11.1

大企業 0.0 10.9 10.9 12.7 28.6 3.3 1.2 23.6 21.3 ▲ 2.3 14.0 18.6

中小企業 ▲ 5.9 9.8 21.5 9.4 25.3 6.5 ▲ 2.1 10.6 14.8 ▲ 1.9 9.8 13.5

予　　　　　測
２０２５年７～９月期 ２０２５年１０～１２月期 ２０２６年１～３月期 ２０２６年４～６月期

総　　計

業
　
種
　
別

規
模

所定外労働
時間

実　　　　　績



 

５ 製・商品在庫 

２０２５年１０～１２月期（実績） 

６．６ 

２０２６年１～３月期（見込） 

３．９ 

２０２６年４～６月期（見込） 

３．２ 

≪２０２５年１０～１２月期ＢＳＩ値≫ 

・今期のＢＳＩ値は６．６と引き続き過剰傾向で推移した。製造業

で過剰感がやや弱まった一方で、小売業（２２．２）で過剰感が

強まった。 

・先行きは、２０２６年１～３月期は３．９、２０２６年４～６月

期は３．２と過剰度合いはやや弱まるものの、当面過剰傾向が続

く見込み。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 資金繰り 

２０２５年１０～１２月期（実績） 

０．２ 

２０２５年１～３月期（見込） 

▲３．８ 

２０２５年４～６月期（見込） 

１．５ 

≪２０２５年１０～１２月期ＢＳＩ値≫ 

・今期のＢＳＩ値は０．２と、わずかながら上昇に転じた。小売業

（１３．７）などで改善した一方、不動産業（▲５．０）、建設

業（▲４．６）で悪化するなど業種により明暗が分かれた。 

・先行きは、２０２６年１～３月期に再び悪化するものの、４～６

月期は１．５と、改善する見通し。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 

B.S.I 過　剰 不　足 B.S.I 過　剰 不　足 B.S.I 過　剰 不　足 B.S.I 過　剰 不　足

7.5 17.9 2.9 6.6 18.5 5.4 3.9 12.7 4.9 3.2 9.4 3.0

製造業 8.0 19.1 3.2 5.5 17.3 6.4 3.5 12.8 5.8 2.6 9.1 3.9

卸売業 6.4 15.4 2.6 7.5 17.5 2.5 3.8 10.0 2.5 5.0 10.0 0.0

小売業 4.6 9.1 0.0 22.2 44.4 0.0 11.1 22.2 0.0 5.6 11.1 0.0

大企業 4.6 10.9 1.8 7.6 17.0 1.9 2.8 7.5 1.9 1.0 2.0 0.0

中小企業 8.6 20.4 3.3 6.3 19.1 6.6 4.3 14.5 5.9 4.0 11.8 3.9

予　　　　　測

２０２５年７～９月期 ２０２５年１０～１２月期 ２０２６年１～３月期 ２０２６年４～６月期

総　　計

業
種
別

規
模

製・商品
在庫

実　　　　　績

B.S.I 改　善 悪　化 B.S.I 改　善 悪　化 B.S.I 改　善 悪　化 B.S.I 改　善 悪　化

▲ 5.2 4.5 14.8 0.2 11.4 11.0 ▲ 3.8 5.2 12.7 1.5 10.5 7.5

製造業 ▲ 5.7 3.8 15.1 ▲ 0.9 10.6 12.4 ▲ 4.1 4.3 12.4 0.0 10.1 10.1

卸売業 ▲ 6.0 2.4 14.3 0.0 7.5 7.5 0.0 5.0 5.0 0.0 7.5 7.5

小売業 0.0 15.4 15.4 13.7 36.4 9.1 ▲ 4.6 9.1 18.2 0.0 9.1 9.1

建設業 4.2 12.5 4.2 ▲ 4.6 0.0 9.1 ▲ 6.9 4.5 18.2 6.8 13.6 0.0

不動産業 ▲ 10.0 0.0 20.0 ▲ 5.0 0.0 10.0 0.0 10.0 10.0 ▲ 5.0 0.0 10.0

運輸・倉庫業 ▲ 4.8 0.0 9.5 3.0 5.9 0.0 ▲ 3.0 0.0 5.9 0.0 0.0 0.0

サービス業 ▲ 8.6 4.9 22.0 3.2 21.3 14.9 ▲ 5.3 8.5 19.1 7.4 19.1 4.3

大企業 ▲ 2.7 2.2 7.6 0.6 8.9 7.8 ▲ 2.8 6.7 12.2 5.1 12.5 2.3

中小企業 ▲ 6.2 5.5 17.9 0.0 12.4 12.4 ▲ 4.1 4.6 12.8 0.0 9.7 9.7

予　　　　　測
２０２５年７～９月期 ２０２５年１０～１２月期 ２０２６年１～３月期 ２０２６年４～６月期

総　　計

業
　
種
　
別

規
模

資金繰り
実　　　　　績



 

「原材(燃)料高」は回答率が減少するも１７期連続で第１位 

「求人難」の回答率が第２位に浮上 
 

■ 当面の経営上の問題点 

・「原材(燃)料高（４６．９％）」が依然として最多の回答を集め、 

１７期連続の第１位となった。第２位の「求人難（４３．４％）」

や第５位の「技能労働者不足（１９．３％）」は前期に比べて増加

した一方、第３位の「人件費負担増大（３７．９％）」、第４位の

「受注・売上不振（３６．０）」では回答率が減少した。 

第１位は「原材（燃）料高」（４６．９％）（前期実績４９．８％） 

第２位は「求  人  難」（４３．４％）（前期実績３９．９％） 

第３位は「人件費負担増大」（３７．９％）（前期実績４１．２％） 

第４位は「受注・売上不振」（３６．０％）(前期実績３９．９％） 

第５位は「技能労働者不足」(１９．３％）（前期実績１５．８％） 

≪業種別≫ 

・「原材 (燃 )料高」は運輸・倉庫業（５８．８％）、製造業    

（５３．４％）を中心に回答が多かった。 

・「求人難」は倉庫・運輸業（７０．６％）、サービス業     

（６８．１％）、の順に回答が多く、すべての業種で３位以内の課

題となっていた。 

・「人件費負担増大」は小売業（７５．０％）で最も回答が多く、最

低賃金の引上げも一部影響していると考えられる。 

≪規模別≫ 

・中小企業では「求人難」の回答率が前期から増加し、前期第２位で

あった「受注・売上不振」を上回り順位が入れ替わった。大企業で

は回答率に大きな変化はみられなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 当面の経営上の問題点 

調査結果のまとめ 

７ 

原 材 ( 燃 ) 料 高 46.9 求 人 難 43.4 人 件 費 負 担 増大 37.9

大 企 業原 材 ( 燃 ) 料 高 48.9 求 人 難 43.5 人 件 費 負 担 増大 37.0

中 小 企 業原 材 ( 燃 ) 料 高 46.1 求 人 難 43.4 受 注 売 上 不 振 38.8

製 造 業原 材 ( 燃 ) 料 高 53.4 受 注 売 上 不 振 44.7 求 人 難 33.5

卸 売 業 人 件 費 負 担 増 大 47.5 求 人 難 45.0 原 材 （ 燃 ） 料 高 37.5

小 売 業人 件 費 負 担 増大 75.0
原 材 （ 燃 ） 料 高
求 人 難

50.0 受 注 売 上 不 振 41.7

建 設 業技 能 労 働 者 不足 65.2
原 材 （ 燃 ） 料 高
求 人 難

43.5 受 注 売 上 不 振 39.1

不 動 産 業受 注 売 上 不 振 36.4
人 件 費 負 担 増 大
求 人 難
技 能 労 働 者 不 足

27.3 マーケティング不足 18.2

運輸・倉庫業求 人 難 70.6 原 材 （ 燃 ） 料 高 58.8 人 件 費 負 担 増大 52.9

サ ー ビ ス 業求 人 難 68.1人 件 費 負 担 増大 63.8 原 材 （ 燃 ） 料 高 38.3

規
模
別

業
種
別

第１位
（％）

第２位
（％）

第３位
（％）

総 計



 

製造業の操業率は４期ぶりに上昇 

原材料価格の上昇幅は再び増加に転じる
 
■ 操業率（製造業）≪２０２５年１０～１２月期≫ 

「上昇」 １８．１％（前期実績１１．０％） 
「下降」 １１．６％（前期実績２２．６％） 
ＢＳＩ値   ３．３（前期実績▲５．８） 

 ・電気機械や繊維製品などの多くが上昇と回答し、ＢＳＩ値は 
３．３と４期ぶりに上昇に転じた。 

 

■ 受注残（製造業）≪２０２５年１０～１２月期≫ 
  「増加」 １２．４％（前期実績 ８．２％） 

「減少」 １６．８％（前期実績１８．５％） 
ＢＳＩ値  ▲２．２（前期実績▲５．２） 

・繊維製品などでは増加する一方、多くの業種ではマイナス値と
なり、ＢＳＩ値は▲２．２となった。 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

■ 受注高（建設業）≪２０２５年１０～１２月期≫ 

「増加」 １６．７％（前期実績３０．４％） 

「減少」 ３８．９％（前期実績３０．４％） 

ＢＳＩ値 ▲１１．１（前期実績 ０．０） 

・公共工事、民間工事ともに減少。ＢＳＩ値は▲１１．１と減少に

転じた。 

 

■ 原材料価格（製造業、建設業）≪２０２５年１０～１２月期≫ 

「上昇」 ６０．５％（前期実績５３．５％） 

「下降」  ０．７％（前期実績 ０．０％） 

ＢＳＩ値  ２９．９（前期実績２６．８） 

・ＢＳＩ値は２９．９と依然として高水準を維持している。 

 

 

Ⅴ 企業の現況 

８ 

７～９月期 10～12月期 １～３月期 ４～６月期 ７～９月期 10～12月期 １～３月期 ４～６月期 ７～９月期 10～12月期

▲ 1.9 7.5 ▲ 6.4 ▲ 4.3 ▲ 1.0 5.7 ▲ 5.0 ▲ 2.3 ▲ 5.8 3.3

▲ 2.1 ▲ 0.6 ▲ 9.2 ▲ 7.1 ▲ 0.7 0.3 ▲ 7.2 ▲ 6.9 ▲ 5.2 ▲ 2.2

0.0 2.1 8.3 ▲ 12.0 13.5 ▲ 5.0 4.6 ▲ 12.0 0.0 ▲ 11.1

内 公共工事 ▲ 15.4 ▲ 6.3 ▲ 14.0 ▲ 18.5 4.0 ▲ 14.3 ▲ 10.0 ▲ 23.0 ▲ 2.2 ▲ 19.4

    民間工事 5.8 4.0 10.0 ▲ 3.6 5.6 ▲ 9.1 0.0 ▲ 10.5 0.0 ▲ 2.7

34.7 32.4 28.2 35.0 30.1 29.2 30.9 29.1 26.8 29.9

２０２５年

受注残（製造業）

受注高（建設業）

原材料価格（製造業、建設業）

操業率（製造業）

２０２３年 ２０２４年



 

・米の価格が上昇しており、原料米の仕入に苦労している。契約価格

以上で飯米として売る方が農家にとっては利益がでるため契約価格

は上昇、契約解除となる農家もでている。（食料品製造） 

 

・給料を上げたいがそれに見合う売上・利益の確保が不透明である。

（食料品製造） 

 

・原材料・輸送費上昇により経費が増大している。（食料品製造） 

 

・消費者の節約志向を強く感じる。（繊維） 

 

・新入社員を募集したが全く集まらない。（化学・ゴム） 

 

・大企業に利益が集中しているため中小企業の収益が上がらない。大

企業の法人税負担比率を上げて中小企業の法人税負担率低下を希望

する。（鉄鋼） 

 

・取引先がトランプ関税の動向を見極めるため、発注を見合わせてお

り経営に影響がでている。（非鉄） 

 

・貴金属建値の高騰が利益の押下げに影響している。中国との関係悪

化も懸念事項である。（非鉄） 

 

・トランプ関税などの影響は現状出ていないが、今後顧客の国内投資

が抑制されると受注に影響が出てくるものと思われる。（電気機械） 

 

 

 

・受注減による売上減、人件費コスト増加など厳しい現況。新製品の

開発等により新たな事業展開を模索中。（出版・印刷） 

 

・働き方改革により有給取得が当たり前になる中、祝日数も変わらな

いため、稼働時間が減り、最低賃金以外でも人件費が実質割高にな

っている。さらに業績が悪くなっても従業員保護の観点から雇用解

除や減給もなかなかできる環境にないので、賃金は据え置きが軸に

なっている。（出版・印刷） 

 

・政府の物価対策に注目したい。（小売業） 

 

・不景気だが賃金は上げねばならず厳しい。輸入品を扱っているため

円安が緩和されることを祈る。（小売業） 

 

・新総理大臣就任に伴い国内の物価対策による効果を期待する。世情

による不安を軽減することにより新たな機会を得ることを期待する。

（建設業） 

 

・中国との関係悪化の長期化に伴う、インバウンド旅客の減少が懸念

される。（運輸・倉庫業） 

 

・賃金の上昇と雇用促進のバランスが悪く感じる。（旅館・ホテル業） 

 

・以前より最低賃金の上昇により経常利益を圧迫している。請負金額

の上昇の流れはあまりない。（その他サービス業）

Ⅵ 調査企業からのコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 



＜規模別＞ 

＜業種別＞ 

 

  新卒採用活動を実施した企業は２年連続で減少 

   人材確保に難航する厳しい状況が続く
 

１ 新卒採用(2026 年 4 月入社)の採用活動状況 

 

 ・新卒採用活動については、回答企業の５４．３％が「採用

活動を実施した」と回答しており、昨年度同時期の調査結

果（５７．１％）より若干減少した。また、「採用活動を

実施していない」企業は１０．９％と、昨年度（１０．３％）

より増加した。 

 ・規模別では、「実施した」と回答した企業は、中小企業で 

４０．６％（昨年度４３．２％）であるのに対し、大企業

で８５．９％（昨年度８６．９％）と、約２倍の差となっ

た。「実施していない」と回答した企業は大企業で５．４％

（昨年度５．１％）、中小企業で１３．２％（昨年度１２．７％）

と、いずれも微増した。 

 

・業種別では、「実施した」と回答した企業は小売業  

（７５．０％）、サービス業（６５．２％）、建設業  

（５６．５％）において多かった。「実施していない」の

回答は運輸・倉庫業（１７．６％）、建設業（１３．０％）、

製造業（１２．７％）の順に多かった。また、小売業では

「実施していない」の回答がなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

付帯調査① 

Ⅶ 新卒採用活動について 

１０ 



２ 今 年 度 （ 2 0 2 5 年 度 ) と 比 較 し た 来 年 度 （ 2 0 2 6 年 度 ) の 採 用 予 定 人 数 

・第１問で「実施した」と回答した企業のうち、来年度の採用

の予定人数について、「増やした」の回答は２２．３％と、昨

年度（２３．３％）より減少した。「変わらない」は６３．１％

（昨年度５６．４％）、「減らした」については１４．５％（昨

年度２０．３％）となった。 

・業種別では、「増やした」の回答率は運輸・倉庫業

（４０．０％）で最も多く、次いで卸売業（２７．３％）、小売

業（２５．０％）で多かった。 

３ 新卒採用の充足状況 

・第１問で「実施した」と回答した企業のうち、「予定どおりの

人数が採用できた」と回答した企業は３１．２％と、昨年度

（３５．５％）より減少した。「採用できたが、予定人数には

満たなかった」（４５．３％）、「採用を行ったが、応募が無か

った」（１５．９％）と回答した企業の合計は６１．２％と６

割にのぼった。 

・業種別では、「予定通りの人数が採用できた」の回答は、サー

ビス業（４１．９％）が最も多く、採用を予定どおり行えな

かった企業は不動産業（１００．０％）で最も多かった。 

・規模別では、中小企業が「予定どおりの人数が採用できた」

と回答した割合は、大企業（４３．６％）の約半数の２０．７％

に留まり、「採用を行ったが、応募が無かった」と回答した割

合は大企業（２．６％）の約１０倍である２７．２％という

結果となり、中小企業における新卒採用の厳しさが垣間見え

る結果となった。 
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【年収の壁について】 

１ 年末にかけて「年収の壁」による就業調整（働き控え）の影響 

・パート・アルバイトを雇用する企業のうち、いわゆる 

「年収の壁」の影響で年末にかけて従業員の就業調整が発

生すると回答した企業は３４．４％であった。このうち、

人手不足が見込まれる企業は１１．７％であった。一方、 

少数ではあるものの、所得税の「160 万円の壁」引上げに

より就業調整が緩和される見込みがあると回答した企業は

６．９％あった。 

・就業調整により人手不足が見込まれると回答した業種は小

売業（２０．０％）、サービス業（１８．９％）の順に高

かった。 

【働き方改革の影響について】 

１ 「働き方改革」による残業規制の影響 

・2019 年（一部業種は 2024 年）から施行されたいわゆる 

「働き方改革」による残業規制が会社の成長や業務運営に

おいて課題となっている点があると回答した企業は   

４０．２％であった。 

・業種別に見ると建設業（５７．１％）、運輸・倉庫業 

（５６．３％）、卸売業（５５．９％）の順に高い結果と

なった。

Ⅷ 働き方に関する調査について 

年収の壁による働き控え、約３割の企業に影響、小売・サービス業で影響顕著 

働き方改革による残業規制は約４割が課題 

付帯調査② 

「年収の壁」による年末の就業調整の影響（予定含む）  

「働き方改革」による残業規制が会社の成長や業務運営上課題となっているか 

１２ 

「就業調整が発生する」 

３４．４％ 

「課題がある」 

40.2％ 



 

２ 残業規制による具体的な影響 

・第１問で「課題がある」と回答した企業に具体的

な内容について尋ねたところ、回答数の多い順に

下記のとおりであった。 

第１位「一部従業員への業務集中」（５２．３％） 

第２位「業務や働き方の柔軟性低下」（４２．３％） 

第３位「手当や割増賃金が増加」（３８．７％） 

第４位「労務管理の煩雑化・複雑化」（３５．１％） 

第５位「生産性の低下」（２７．９％） 

・業種別に見ると小売業では「手当や割増賃金が増

加」したと回答した企業が１００％となった。 

・運輸・倉庫業では「システム導入や新規従業員採

用などコスト増加」と回答した企業が８３．３％

に上った。 

・規模別に見ると「一部従業員への業務集中」は大

企業の回答割合が高く、「業務や働き方の柔軟性低

下」「手当や割増賃金が増加」「労務管理の煩雑

化・複雑化」「生産性の低下」「システム導入や新

規従業員採用などコスト増加」は中小企業の回答

割合が高かった。 

・「システム導入や新規従業員採用などコスト増加」

に至っては中小企業の回答割合が大企業の３倍以

上となる結果になった。 

１３ 
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総　　        　　　計 52.3% 42.3% 38.7% 35.1% 27.9% 21.6% 2.7% 0.9%

大 企 業 61.8% 32.4% 26.5% 32.4% 20.6% 8.8% 2.9% -

中 小 企 業 48.1% 46.8% 44.2% 36.4% 31.2% 27.3% 2.6% 1.3%

製 造 業 56.9% 47.1% 35.3% 37.3% 23.5% 19.6% - -

卸 売 業 31.6% 42.1% 42.1% 52.6% 36.8% 21.1% 10.5% -

小 売 業 60.0% 40.0% 100.0% 20.0% 20.0% - 20.0% -

建 設 業 58.3% 50.0% 33.3% 25.0% 25.0% 8.3% - 8.3%

不 動 産 業 33.3% 66.7% - 66.7% 33.3% 33.3% - -

運 輸 ・ 倉 庫 業 66.7% 16.7% 16.7% 16.7% 33.3% 83.3% - -

サ ー ビ ス 業 53.3% 26.7% 46.7% 20.0% 33.3% 20.0% - -

残業規制が企業に与える具体的影響＜複数回答＞ 

１３ 

※「-」は回答なし 



 

３ 課題解決のために必要と考える対策や支援 

・第１問で「課題がある」と回答した企業に、課題

解決のための必要と考える対策や支援策について

尋ねたところ、回答数が多い順に下記のとおりで

あった。 

第１位「人材採用の強化」（４３．９％） 

第２位「業務プロセスの見直し・効率化」（４３．０％） 

第３位「残業規制の緩和（法規制の見直し）」（４２．１％） 

第４位「デジタル化・ＤＸ化」（３９．５％） 

第５位「社会保険料負担軽減策の導入」（２２．８％） 

・業種別に見ると小売業では「業務プロセスの見直

し・効率化」と「デジタル化・ＤＸ化の推進」の

回答が８割を超えた。 

・規模別にみると大企業では「業務プロセスの見

直し・効率化」（５８．８％）、中小企業では

「残業規制の緩和（法規制の見直し）」（４７．５％）

の回答が最多であった。 

・また、中小企業においては大企業と比較し「社

会保険料負担軽減策の導入」が約５倍、「助成

金・補助金など政府支援制度の拡充」が約４倍

の回答割合となっており、中小企業における財

務基盤の弱さが残業規制上の課題と関連してい

ることが考えられる。
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ロ
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総　　   　　　計 43.9% 43.0% 42.1% 39.5% 22.8% 21.9% 19.3% 4.4% 3.5%

大 企 業 44.1% 58.8% 29.4% 50.0% 5.9% 5.9% 14.7% - 2.9%

中 小 企 業 43.8% 36.3% 47.5% 35.0% 30.0% 28.8% 21.3% 6.3% 3.8%

製 造 業 41.2% 39.2% 47.1% 33.3% 25.5% 21.6% 15.7% 5.9% 5.9%

卸 売 業 52.6% 42.1% 26.3% 57.9% 5.3% 10.5% 15.8% - -

小 売 業 60.0% 80.0% 40.0% 80.0% - - - - -

建 設 業 41.7% 41.7% 58.3% 41.7% 41.7% 25.0% 25.0% - -

不 動 産 業 33.3% 66.7% - 33.3% 33.3% - - 33.3% -

運輸・倉庫業 55.6% 55.6% 44.4% 33.3% 33.3% 44.4% 44.4% 11.1% -

サ ー ビ ス 業 33.3% 33.3% 40.0% 26.7% 20.0% 33.3% 26.7% - 6.7%

残業規制が企業に与える課題の解決のために必要と考える対策・支援＜複数回答＞ 

１４ 

※「-」は回答なし 



 

 

 

 

 

巻末資料 
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調査対象業種の主要製・商品（営業内容） 

１６ 


